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月刊武松 第２２５号 討議資料 

 今年度は、市税の増収（14.4億円増）、地方交付

税増（11億円増）、国庫支出金（15.8億円増）等

により、一般会計が過去最大となりました。  
 

■予算案の特徴 

扶助費の増（２２.４億円増）  

 高齢化の進展と子育て支援策の充実 
 

■２０２５年度予算規模 

 歳入は、市民税固定資産税とも税収増となりまし

た。市税が331.9億円４.５５％増の見込みです。 

 図１の義務的経費は７.１５％増。その他経費は、１.

９４％増。投資的経費は、分散型エネルギーシステム

先行モデル構築事業の進捗や事業用地取得の完了で

１４.１％減です。 

 図２の義務的経費中の扶助費は、２２８.３億円 １０.

９％増となりました。また人件費は、定年延長で定

年退職者がないものの、給与改定や地域手当の改定

により１２６.３億円３.２９％増となっています。 

一般会計                 788億0000万円(+3.01%) 

特別会計(9会計)      802億7400万円(+5.02%) 

企業会計(3会計)      581億0607万円(+29.7%) 

全会計(14会計)       2171億8007万円(+9.84%) 
 

主な歳入 

(1)市税           331億8900万円(+4.55%) 

(2)地方交付税          46億0000万円(+31.4%) 

(3)市債 (借金)            33億4850万円(-24.1%) 

 うち臨時財政対策債     0億0000万円   (皆減)  

歳出 

(1)投資的経費 ：道路、施設等整備 

                               63億0482万円(-14.1%) 

(2)義務的経費 ：人件費+扶助費+公債費 

                      410億1597万円(+7.15%) 

     人件費              126億2875万円(+3.29%) 

       扶助費                228億2513万円(+10.9%)          

   公債費(借金返済)    55億5948万円(+1.74%) 
 扶助費：生活保護、障害者支援、保育所運営、医療費助成 

８５,８３５円 
情報公開の第一歩 政治資金を見えるようにします。 

印刷代(月刊武松用紙代)      １７,２５５円 

交通費(駐車場、燃料代)       １２,１８５円 

通信費(折込代、携帯電話代)      ５６,３９５円   

支出計 25/2/1～25/2/28          ８５,８３５円 
 

 

２月の支出(図書､備品、慶弔、飲食除く) 



月刊武松 第２２５号 討議資料 

 主な事業の予算額 

 新年度の特徴的な予算を以下に列記します。図３

は、主な費目別歳出の推移を示します。  
 

350.5億円（+27.4億円）

・生活保護費    66億7393万円(+1億5927万円) 

・児童福祉費 116億3777万円(+16億8696万円) 

・障害者福祉費   63億6103万円(+4億3459万円) 

・小児医療費助成  6億8019万円 
 所得制限を設けず、対象年齢を満18歳年度末まで拡大 
 

総務費 99.4億円（+3.12億円） 

・市有建築物長期保全事業      6億6689万円 
 公共施設包括管理委託料他 

・デジタル化推進費         8億6207万円 
 行政基盤のDX（システム標準化対応他） 
 

 80.8億円（+818万円） 

・支援教育推進事業         4億2150万円 
 個別支援員増員、小学校校内支援室支援員配置 

・教育環境の整備         12億0010万円 
 物価高騰等に対応するとともに、安定的に学校給食を提供 
 

土木費 60.2億円（-6億4651万円） 

・再開発事業補助          1億7566万円  
 

衛生費他 

・エネルギーの地域自給の推進        5億6745万円 
 脱炭素先行地域づくり事業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理支援等委託料 

・ごみ収集運搬事業         8億1466万円 
 収集運搬等委託料 

・焼却施設管理運営事業       7億1724万円 
 施設管理委託料、焼却炉修繕、バグフィルター交換 
 

競輪事業             307億7000万円(+15.6％) 
 大型大会開催が増えた為 

天守閣事業                 1億4600万円(+5.80％) 

国民健康保険事業   193億4300万円(-4.08％) 

国民健康保険診療施設事業   2900万円(-3.33％) 

公設地方卸売市場事業      1億8200万円(-14.2%) 

介護保険事業           184億5400万円(+3.33％) 

後期高齢者医療事業       60億2400万円(+4.67％) 

広域消防事業                48億5700万円(+2.02％) 

地下街事業                 4億6900万円(-30.5%) 

■企業会計 

水道事業会計      88億7893万円(+30.0%) 

病院事業会計      372億0321万円(+43.0%) 

 新病院建設事業   195億8493万円 

下水道事業会計      120億0239万円(+0.59％) 

 昨年10月に改訂された児童手当は、今年度より

通年となり、児童手当支給事業費が３４.２億円１１.７億

円の増となりました。 

(1)高校生年代までの支給期間の延長 

(2)所得制限の撤廃 

(3)第3子以降の支給額が月3万円に 

(4)19歳～22歳年代の上の子について、親等の経済 

 的負担がある場合は子の人数の対象とする 

(5)支払月が年3回から年6回（偶数月）に 

(6)支払通知を廃止（支給月額は、資格認定時、ま 

 たは支給額改定があった場合に通知）  

児童手当支給事業３４.２億円 

  

■お知らせ■ 
３月の議会報告会は、都合により中止します。 

   HP         X(twitter    facebook          

                                                 


